
�愛媛県告示第１６９号
愛媛県汚染土壌処理業の許可等に関する指導要綱を次のように定める。

平成２２年２月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県汚染土壌処理業の許可等に関する指導要綱

（目的）

第１条 この要綱は、土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号。以下「法」という。）に基づく汚染土壌処理業の許可等に関し、当該許可等

の申請に先立って必要な指導等を行うことにより、汚染土壌の適正な処理を推進し、並びに汚染土壌処理施設の設置の場所及びその周辺

の地域の生活環境の保全を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

� 汚染土壌 法第１６条第１項に規定する汚染土壌をいう。

� 汚染土壌処理施設 法第２２条第１項に規定する汚染土壌処理施設をいう。

� 汚染土壌処理業の許可等 法第２２条第１項の規定による汚染土壌処理業の許可又は法第２３条第１項の規定による変更の許可をいう。

� 事業計画者 汚染土壌処理業の許可等を受けようとする者をいう。

� 関係市町長 汚染土壌処理施設の設置の場所を所管する市町の長をいう。

（生活環境に及ぼす影響の調査）

第３条 事業計画者は、汚染土壌処理業の許可等を受けようとするときは、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る時期に、当該汚染土壌処理業の用に供する汚染土壌処理施設の設置の場所及びその周辺の地域の生活環境の状況並びに当該汚染土壌処

理業を行うことによって当該汚染土壌処理施設の設置の場所及びその周辺の地域の生活環境に及ぼす影響を調査し、生活環境保全上の措

置を記載した書類を作成しなければならない。ただし、第３号に掲げる場合であって、当該既存の施設の設置について環境影響評価法

（平成９年法律第８１号）第１２条第１項若しくは愛媛県環境影響評価条例（平成１１年愛媛県条例第１号）第１２条の規定による環境影響評価

又は廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第１５条第３項の規定による周辺地域の生活環境に及ぼす影響について

の調査を実施しているときは、この限りでない。

� 汚染土壌処理施設を新設して汚染土壌処理業を行おうとする場合 当該汚染土壌処理施設の新設の工事の着手前

� 既存の施設を汚染土壌処理の用に供して汚染土壌処理業を行おうとする場合で、当該施設の構造の変更を伴うとき 当該施設の構造

の変更の工事の着手前

� 既存の施設を汚染土壌処理の用に供して汚染土壌処理業を行おうとする場合で、当該施設の構造の変更を伴わないとき 当該汚染土

壌処理業の許可の申請前

� 法第２３条第１項の規定による変更の許可の場合 法第２２条第２項第３号又は第４号に掲げる事項の変更の工事の着手前

（地域住民への周知）

第４条 事業計画者は、汚染土壌処理業の許可等を受けようとするときは、関係地域住民の理解を深めるため、当該汚染土壌処理業に係る

計画を周知しなければならない。

（事前協議）

第５条 事業計画者は、汚染土壌処理業の許可等を受けようとするときは、あらかじめ汚染土壌処理業の許可等に係る事前協議書（別記様

式。以下「事前協議書」という。）を知事に提出し、その旨を協議しなければならない。
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２ 事前協議書には、第３条本文に規定する生活環境保全上の措置を記載した書類及び前条の規定による関係地域住民への周知の状況を記

載した書類を添付しなければならない。

３ 知事は、事前協議書の提出があった場合においては、その内容を審査し、当該汚染土壌処理業に係る計画が適正であると認めるときは、

その旨を事業計画者及び関係市町長に通知するものとする。

４ 知事は、前項に規定する審査の過程において、必要と認めるときは、事業計画者に対し、事前協議書又は提出された関係書類の変更そ

の他講ずべき措置について指導することがある。

５ 事業計画者は、第３項の規定による通知を受けた後でなければ、汚染土壌処理業の許可等の申請をし、又は当該汚染土壌処理施設に係

る工事に着手してはならない。

（市町長の意見聴取）

第６条 知事は、前条第１項の規定による事前協議を受けた場合は、関係市町長に対し関係書類を送付するとともに、生活環境保全上の見

地からの意見を聴くものとする。

（事前協議の失効）

第７条 事業計画者が第５条第３項の規定による通知を受けた日から１年を経過する日までに汚染土壌処理業の許可等の申請をせず、又は

当該汚染土壌処理施設に係る工事に着手しないときは、当該汚染土壌処理業の許可等に係る事前協議については、なかったものとみなす。

ただし、事業計画者の責めに帰することができない理由があると知事が認めたときは、この限りでない。

（雑則）

第８条 この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

１ この要綱は、公布の日から施行する。

２ この要綱の施行の日から平成２２年３月３１日までの間は、第１条中「土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号。以下「法」という。）」とあ

るのは、「土壌汚染対策法の一部を改正する法律（平成２１年法律第２３号）による改正後の土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号。以下

「法」という。）」とする。

愛 媛 県 報平成２２年２月１６日 第２１４１号
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別記様式（第５条関係） 汚染土壌処理業の許可等に係る事前協議書

汚染土壌処理業の許可等に係る事前協議書
年 月 日

愛媛県知事 様

氏名又は名称及び住所並びに法人
協議者 にあっては、その代表者の氏名 �

（電話番号）

協 議 者 の 事 務 所 の 所 在 地

汚染土壌処理施設に係る事業場の
名称

汚染土壌処理施設の設置の場所

汚 染 土 壌 処 理 施 設 の 種 類

汚 染 土 壌 処 理 施 設 の 構 造

汚染土壌処理施設の処理能力

汚染土壌処理施設において処理す
る汚染土壌の特定有害物質による
汚染状態

他に汚染土壌処理業の許可を受け
ている場合は、その都道府県名
（政令で定める市にあっては、市
名）及び許可番号（申請中の場合
は、申請年月日）

都道府県名（市名） 許可番号（申請年月日）

汚 染 土 壌 の 処 理 の 方 法

セメントの品質管理方法（セメン
ト製造施設に限る。）

保 管 設 備 の 場 所 及 び 容 量

土壌汚染対策法（平成１４年法律第
５３号）第２２条第３項第２号ハに規
定する役員の氏名及び住所

氏 名 住 所

再処理汚染土壌処理施設に係る事
業場の名称、所在地、許可番号、
種類及び処理能力

名 称 所在地 許可番号 種 類 処理能力

着 工 予 定 年 月 日 年 月 日

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年 月 日

環境影響評価等の実施状況

変 更 の 理 由

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあっては、その代表者）が
署名することができる。

３ 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記入するか又は別葉に記載して添付すること。
４ 変更の許可に係る事前協議の場合は、当該変更に係る事項（括弧書きで変更前の内容についても、記載すること。）及び
変更の理由のみを記載すること。

５ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。
� 汚染土壌処理業の許可の申請の手続に関する省令（平成２１年環境省令第１０号）第２条第２項に規定する書類及び図面
（変更の許可に係る事前協議の場合は、当該変更に係る書類及び図面）

� 愛媛県汚染土壌処理業の許可等に関する指導要綱（平成２２年２月愛媛県告示第１６９号）第３条本文に規定する生活環境
保全上の措置を記載した書類及び同要綱第４条の規定による関係地域住民への周知の状況を記載した書類

愛 媛 県 報 第２１４１号平成２２年２月１６日
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�愛媛県告示第１７０号
平成２２年２月５日湯谷口西地区土地改良事業共同施行営非補助土

地改良事業湯谷口西地区の換地計画に基づく換地処分があったので、

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条において準用する同法

第５４条第４項の規定により公告する。

平成２２年２月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１７１号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成２２年２月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

東温市山之内字竹内乙３８９の１・乙３９０の１・乙３９１から乙４０１

（以上１３筆について次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

指定理由の消滅

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び東温市役所に備

え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１７２号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２６条の３の規定により告示する。

平成２２年２月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（南予地方局産業経済部八幡浜支局管内）

四ツ浜加入区

�������
�愛媛県告示第１７３号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（平成１８年２月愛媛県告示第２３３号）による保険

に付すべき義務は、平成２２年２月１５日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２６

条の３の規定により告示する。

平成２２年２月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（南予地方局産業経済部八幡浜支局管内）

四ツ浜加入区

�愛媛県告示第１７４号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、宇和島市役所において

告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成２２年２月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

宇和島市

宇和島市曙町１番地

代表者 宇和島市長 石橋寛久

宇和島市栄町港二丁目４番１４号

２ 埋立区域

� 位置

宇和島市津島町北灘字網代甲２３１９番から同町北灘字シノバシ

第４号３７７番８までの地先公有水面

� 区域

次の１点から１６点を順次直線で結んだ線、１６点から真北６２度

０３分０６秒３９６．９０メートルの地点を円心とする半径３９６．９０メート

ルの円周で１６点と１７点とを結ぶ南西側の円弧、１７点から２８点ま

でを順次直線で結んだ線、２８点から真北２４５度０７分４２秒４８．１０メー

トルの地点を円心とする半径４８．１０メートルの円周で２８点と２９

点とを結ぶ東側の円弧、２９点から６５点を順次直線で結んだ線並

びに６５点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋２．２５

メートル）の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（宇和島市津島町北灘字網代甲２３１８番地先の国永漁港護

岸に設置された金属鋲）は、北緯３３度０８分２８秒、東経１３２度２８

分３７秒の地点

１点は、基点から真北２２４度３１分５１秒１７．０１メートルの地点

２点は、１点から真北１５３度１３分４５秒４．４２メートルの地点

３点は、２点から真北２４３度１３分４５秒３．１０メートルの地点

４点は、３点から真北１５３度１３分４５秒２１．７３メートルの地点

５点は、４点から真北６３度１３分４５秒３．１０メートルの地点

６点は、５点から真北１５３度１３分４５秒０．９２メートルの地点

７点は、６点から真北２４３度１３分４５秒１．５０メートルの地点

８点は、７点から真北１５３度１３分４５秒３．９０メートルの地点

９点は、８点から真北２４３度１３分４５秒１．６０メートルの地点

１０点は、９点から真北１５３度１３分４５秒２７．３３メートルの地点

１１点は、１０点から真北１５２度５９分００秒３．３０メートルの地点

１２点は、１１点から真北６２度４５分３８秒３．１０メートルの地点

１３点は、１２点から真北１５２度４０分３８秒０．９２メートルの地点

１４点は、１３点から真北２４２度１１分４０秒１．５０メートルの地点

１５点は、１４点から真北１５２度１３分１４秒３．９０メートルの地点

１６点は、１５点から真北２４２度１２分４１秒１．６０メートルの地点

１７点は、１６点から真北１４８度３９分５３秒４７．０５メートルの地点

１８点は、１７点から真北５５度１６分２５秒３．１０メートルの地点

１９点は、１８点から真北１４５度０９分３８秒０．９２メートルの地点

２０点は、１９点から真北２３４度４３分２８秒１．５０メートルの地点

２１点は、２０点から真北１４４度４４分１６秒３．９０メートルの地点

２２点は、２１点から真北２３４度４３分２３秒１．６０メートルの地点

２３点は、２２点から真北１４４度１２分２１秒５．９２メートルの地点

愛 媛 県 報平成２２年２月１６日 第２１４１号
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２４点は、２３点から真北１４３度０２分５２秒９．０４メートルの地点

２５点は、２４点から真北１４２度４１分１１秒５．３１メートルの地点

２６点は、２５点から真北１４４度３４分１３秒５．７８メートルの地点

２７点は、２６点から真北１４８度１１分２０秒５．２６メートルの地点

２８点は、２７点から真北１５２度４３分０６秒４．３３メートルの地点

２９点は、２８点から真北１６２度０３分４３秒１１．６１メートルの地点

３０点は、２９点から真北１６８度４０分５７秒６４．１４メートルの地点

３１点は、３０点から真北２５８度４０分５７秒０．９０メートルの地点

３２点は、３１点から真北１６８度４０分５７秒１０．０８メートルの地点

３３点は、３２点から真北７８度４０分５７秒４．００メートルの地点

３４点は、３３点から真北１６８度４０分５７秒２．２７メートルの地点

３５点は、３４点から真北２６３度３９分２３秒１１．７４メートルの地点

３６点は、３５点から真北１７３度３９分２３秒４．００メートルの地点

３７点は、３６点から真北２６３度３９分２３秒０．９１メートルの地点

３８点は、３７点から真北１７３度３９分２３秒２１．５０メートルの地点

３９点は、３８点から真北２６３度３９分２３秒０．４９メートルの地点

４０点は、３９点から真北１７３度３９分２３秒３．００メートルの地点

４１点は、４０点から真北８３度３９分２３秒０．４９メートルの地点

４２点は、４１点から真北１７３度３９分２３秒１２．００メートルの地点

４３点は、４２点から真北２６３度３９分２３秒０．４９メートルの地点

４４点は、４３点から真北１７３度３９分２３秒３．００メートルの地点

４５点は、４４点から真北８３度３９分２３秒０．４９メートルの地点

４６点は、４５点から真北１７３度３９分２３秒１７．００メートルの地点

４７点は、４６点から真北２６３度３９分２３秒０．４９メートルの地点

４８点は、４７点から真北１７３度３９分２３秒３．００メートルの地点

４９点は、４８点から真北８３度３９分２３秒０．４９メートルの地点

５０点は、４９点から真北１７３度３９分２３秒１２．００メートルの地点

５１点は、５０点から真北２６３度３９分２３秒０．４９メートルの地点

５２点は、５１点から真北１７３度３９分２３秒３．００メートルの地点

５３点は、５２点から真北８３度３９分２３秒０．４９メートルの地点

５４点は、５３点から真北１７３度３９分２３秒２１．５０メートルの地点

５５点は、５４点から真北８３度３９分２３秒０．９１メートルの地点

５６点は、５５点から真北１７３度３９分２３秒４．００メートルの地点

５７点は、５６点から真北８３度３９分２３秒１２．０９メートルの地点

５８点は、５７点から真北１７３度３９分２３秒０．５０メートルの地点

５９点は、５８点から真北２６３度３９分２３秒４．００メートルの地点

６０点は、５９点から真北１７３度３９分２３秒２２．１８メートルの地点

６１点は、６０点から真北８３度３９分２３秒４．００メートルの地点

６２点は、６１点から真北１７３度３９分２３秒１．２９メートルの地点

６３点は、６２点から真北２６３度３９分２３秒３１．０２メートルの地点

６４点は、６３点から真北１７３度３９分２３秒２．４０メートルの地点

６５点は、６４点から真北２６３度３９分２３秒１．８１メートルの地点

� 面積

４，７１０．１６平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１６年１０月１３日 愛媛県指令１６港第２３９号

４ しゅん功認可年月日

平成２２年２月１６日

�������
�愛媛県告示第１７５号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通

知があった。

平成２２年２月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（渡海水準測量作業）

２ 作業期間 平成２１年５月１１日から

平成２２年１月２２日まで

３ 作業地域 今治市（来島海峡大橋）

�愛媛県告示第１７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年２月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年２月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大島環状線

今治市宮窪町余所国５５１番２地先から

今治市宮窪町余所国１１０番４まで
旧 ７．０～４２．０ ０．０５５

今治市宮窪町余所国５５１番５から

今治市宮窪町余所国１１０番１４まで
新 １１．０～４７．０ ０．０５５
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�愛媛県告示第１７８号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２２年２月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年２月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大島環状線
今治市宮窪町余所国５５１番５から

今治市宮窪町余所国１１０番１４まで
平成２２年２月１６日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１６）第２７４８号 平成１７年
２月７日 近代住宅 谷本 憲宣 松山市東石井５－１３－２６ 平成２２年

１月１３日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１９）第１７２６号 平成１９年
１０月１６日 橋本工務店 橋本揚三郎 松山市星岡５－１２－６ 平成２２年

１月１３日
建築工事業
大工工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止

（般－１９）第１６２０６号 平成１９年
１１月８日 木野内マルヰ株式会社 木野内 伸 松山市谷町甲８０ 平成２２年

１月１８日
土木工事業
とび・土工工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１９）第１５０２４号 平成１９年
５月２４日 愛石運輸（株） 白石 茂 伊予郡砥部町重光３１２ 平成２２年

１月２２日
土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７９号
喜多郡内子町大瀬東２６５７番５から

同町大瀬東２７０２番まで
平成２２年２月１６日
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平成２２年２月１６日 発行
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